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　最近、ラジオを聴く若者が増えている。ラジオは
小さくてどこにでも持っていける。手作業をしなが
ら、体を動かしながら気軽に聴ける点、映像とは異
なる良さがある。インターネットの進歩によりホー
ムページ経由で世界中どこからでも聴くことができ
るようになった。番組の多くは、パーソナリティー
のおしゃべりに交えて、音楽をナビゲートするもの
である。
　最大出力が20Wで電波の届く範囲が狭いシティ
FMは、広域 FMやAMのラジオ放送に比べ、市
町村単位をエリアに地域に密着して情報発信する
「コミュニティ放送局」で、平成４年に初めて登場
した。阪神淡路大地震、中越地震などで災害時の役
割が実証されると、全国的に増え続けて現在236局
もある（地図参照）。
　北海道には、当初の実験地域だったこともあり25
局と最も多い。区・町・村単位の地域にも、約50の
放送局があり、親しみのもてる愛称がつく。収入の
大半は、地元企業からの CMスポンサー料。市民
生活に密着した情報が多いため、市役所や地元商工
会議所が出資者となる、補助金を出す、自ら CM
スポンサーになるなど、局の運営に関わるケースが
多いことも、これまでのラジオにはない特徴の一つ
だ。
　市販のラジオで FMに周波数をあわせると、
NHK朝のテレビ小説『つばさ』に登場した「ラジ
オぽてと」を想像させる、街角の一室に少人数で運
営する「まちのラジオ局」につながる。ほぼ毎日放
送を行い、地元の話題が満載で、商店街全体に流さ
れているところもある。近くの公園の桜の開花予想
や地元出身のオリンピック選手への応援など、レ
ポーター、パーソナリティー、リスナー（聞き手）
との間で共有する時間と空間に、ついほっとした気
分になる。

　核家族化や近所付き合いが希薄になった現代にお
いて、古くて新しい“ラジオ”のもつ地域コミュニ
ティ形成の役割が見直されている。例えば、育児は
若い母親には初体験で思い通りにならないことばか
り。そんな身近で先人の知恵を借りたい悩みに応え
た番組が数多い。地元NPOの専門家が、リスナー
と双方向で親身に相談に応じ、役立つ情報や地元活
動の案内をしている。ラジオは、生活者が抱える悩
みを相談する、共有する、助け合う場、あるいはそ
のきっかけの場。
　先の中越地震（2004年）が起きた際の長岡（新
潟）、洪水にみまわれた燕三条では、すぐさま災害
放送に切り替えられ、被災者たちが必要とするきめ
細かな情報を CMなしで24時間流し続けた。ほぼ
全員が、シティ FMの情報が頼りだったという。
そこに、私たちの生活に大切な「地域コミュニ
ティ」の本来の姿がある。その後は、平常時でも、
災害時の備えや心得、いざという時の行動を考える
番組が流れるようになった。
　東京都で最初に開局し15年目を迎える“むさしの
FM”の杉田賢治常務は、「シティ FMが求められ
る時がきた。どんどんまちに飛び出して、様々な情
報発信をしたい。」と語った。商店主によるお買い
得情報、タウン誌編集長によるイベント情報、市民
が企画・生出演する番組、地元の気象や交通情報、
行政から健康診断や美術館・博物館の催しのお知ら
せ、観光ボランティアの募集、図書館への書籍寄贈
の呼びかけ。まちなかライブや小学校の音楽会・運
動会、商工会の新年会や市議会の中継。FM湘南ナ
パサでは、地元ベルマーレの全試合実況生中継な
ど、これまで広域 FMやAMラジオ放送がカバー
できない情報ばかりだ。
　まちをつなげる、人をつなげるRadio の時代の到
来である。
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＊2010年３月１日現在。放送局の記載は設立順。
＊総務省、日本コミュニティ放送協会資料をもとに㈶日本経済研究所にて作成。
＊当地図は、地域未来研究センター「地域データ図書館」のホームページで拡大
してご覧になれます。

街角の放送局（むさしのエフエム） 安心と安全のラジオ局（FMながおかHPより）


